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No 事業名
①事業概要
②交付金を充当する経費内容

総事業費
交付金
充当額

事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業の効果 担当課

1
住民税非課税世帯臨時特別
給付金事業（追加分）
【物価高騰対策給付金】

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
　・R５年度分の住民税非課税世帯　１世帯　70,000円
②給付金及び支給に係る事務経費

7,070,000 707,000 R6.4.1 R6.5.15

物価高騰が続く中で低所得世帯（住
民税非課税世帯）へ給付金を支給す
ることで、低所得世帯の生活を支援
できた。

福祉・子ども課

2 給食運営推進事業

①エネルギー・食品価格等の物価高騰の影響を受けてい
る食材費(賄材料費)の値上げに対しての支援を行い、子供
たちに安定した給食(献立)を提供していけることを目的とす
る。
②賄材料費
 R2を基準とした消費者物価指数　113.5％
　R2　55,265,100円×13.5％＝7,460,788円（①物価高騰分：
7,461千円）
　R6.12補正  米高騰分
　150円/㎏×80㎏/回×83日＝996,000円②
　①＋②＝8,457千円

8,457,000 8,094,879 R6.4.1 R7.3.31

エネルギー・食品価格等の物価高騰
の影響を受けている食材費(賄材料
費)の値上げに対しての支援を行い、
子供たちに安定した給食(献立)を提
供することができた。

給食センター

3

住民税均等割世帯子ども加算
臨時特別給付金事業、新たな
住民税非課税等臨時特別給
付金事業、定額減税補足給付
事業
【物価高騰対策給付金】

①物価高騰が続く中で低所得世帯（住民税均等割のみ課
税世帯）への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
　・R５年度住民税均等割のみ課税世帯　１世帯　100,000円
　・R６年度非課税化世帯　１世帯　100,000円
　・R６年度住民税均等割のみ課税世帯　１世帯　100,000円
　・子ども加算　１人　50,000円
　・定額減税を補足する給付（6661人）
②給付金及び支給に係る事務経費

199,763,040 199,763,040 R6.4.1 R7.3.31

物価高騰が続く中で低所得世帯（住
民税均等割のみ課税世帯、非課税
化世帯等）へ給付金を支給すること
で、低所得世帯の生活を支援でき
た。

福祉・子ども課

215,290,040 208,564,919
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